
選挙管理委員会 

 

１ 組  織 

(1) 委員会 

       委 員（４人）［任期：４年（H26.9.26～H30.9.25）］ 

委 員 長 新 谷  隆 博 ３期目 

同職務代理者 野 口  和 子 ２期目 

委 員 石 田  隆 雄 １期目 

委 員 前 中  和 夫 １期目 

 

※補充員（４人）［任期：４年（H26.9.26～H30.9.25）］ 

補充員 (1) 田 村  正 夫 

補充員 (2) 馬 場  俊 彦 

補充員 (3) 白 谷   子 

   ※補充員１人の死亡による欠員有り。 

 

(2) 事務局 

  ア 専任職員  ３人 

        課長、係長、主査 

  イ 併任職員  １４人 

     （ア）行政委員会事務局内所属職員 

  事務局長 

    （イ）行政委員会事務局外所属職員 

      政策課(1）、管財営繕課(1）、税務課(1）、多世代活躍支援課(1）、環境衛生

課(1）、障害福祉課(2）、健康増進課(1）、まちの再生課(1）、用地課(1）、

農業創造課(1）、上水道課(1）、教育総務課(1） 

 

２ 所管事務 

(1) 選挙の管理執行 

(2) 委員会の開催等 

(3) 選挙人名簿の作成 

(4) 選挙事務及び関係法令の研究 

(5) 常時啓発及び選挙時啓発･･･『明るい選挙の推進』 

(6) 検察審査員候補者予定者の選定及び当該名簿の調製 

(7)  裁判員候補者予定者の選定及び当該名簿の調製 

(8) 直接請求に係る署名簿等の処理 
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３ 所管事務の執行状況 

(1) 選挙の管理執行 

① 兵庫県知事選挙（平成２９年７月２日執行）投票率４１．６１％ 

当 落

の別 
候補者氏名 得票数 

うち 

三田市 
性別 党派 

新 前

元別 
職業 

 勝
かつ

谷
や

 ま さ ひ こ 

（ 勝 谷  誠 彦 ） 

646,967 13,033 男 無所属 新 コラムニスト 

当 井
い

戸
ど

 敏
とし

三
ぞう

 944,544 19,999 男 無所属 現 兵庫県知事 

 津
つ

川
がわ

 と も ひ さ 

（ 津 川  知 久 ） 

148,961 3,089 男 無所属 新 

憲法が輝く兵

庫県政をつく

る会代表幹事 

 中
なか

川
がわ

 ち ょ う ぞ う 

（ 中 川  暢 三 ） 

102,919 2,186 男 無所属 新 

一般社団法人

新地域創生機

構理事長 

 

② 衆議院議員総選挙 小選挙区（平成２９年１０月２２日執行）投票率５１．９７％ 

当 落

の別 
候補者氏名 

兵庫５区 

得票数 

うち 

三田市 
性別 

候補者届出

政党 

新 前

元別 
職業 

当 谷
た に

 公 一
こ う い ち

 123,360 25,039 男 自 由 民 主 党 前 選挙区支部長 

 梶原
かじわら

 やすひろ 

（梶原 康弘） 
69,369 15,734 男 希 望 の 党 元 

株 式 会 社 テ ク ノ

ワ ー ク 代 表 取 締

役社長 

 西中
にしなか

 たかお 

（西中 孝男） 
24,104 7,022 男 日 本 共 産 党 新 

日 本 共 産 党 阪 神

北 地 区 委 員 会 職

員 
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③ 衆議院議員総選挙 比例代表（平成２９年１０月２２日執行）投票率５１．９７％ 

順 

位 

政 党 等 名 

 名簿 

 登載 

 者数 

近     畿 兵  庫  県 三  田  市 
当選 

者数 得 票 数 得票率 得 票 数 得 票 数 

１ 自 由 民 主 党 ４０ 2,586,424 30.62 714,262 １５，７３７ ９  

２ 日本維新の会 ２２ 1,544,821 18.29 301,482 ７，４８４ ５  

３ 立 憲 民 主 党 １０ 1,335,360 15.81 385,221 ９，３４８ ５  

４ 公  明  党 ８ 1,164,995 13.79 296,047 ４，８６２ ４  

５ 希 望 の 党 ２８ 913,860 10.82 298,558 ６，９８４ ３  

６ 日 本 共 産 党 １１ 786,158 9.31 179,725 ３，４３５ ２  

７ 社 会 民 主 党 ２ 78,702 0.93 23,081 ４４４ ０  

８ 幸 福 実 現 党 ６ 36,774 0.44 10,416 ２０３ ０  

得 票 総 数  8,447,094 100.00 2,208,792 ４８，４９７２８  

 

④ 最高裁判所裁判官国民審査（平成２９年１０月２２日執行）投票率５１．２８％ 

 

 
裁 判 官 の 氏 名 

罷免を可とする 

投 票 の 数 

罷免を可としない 

投 票 の 数 

記載を無効とされ 

た も の の 数 
計 

１ 小池  裕    ４，７７９   ４２，４１８      ０ ４７，１９７ 

２ 戸倉 三郎    ４，４１２   ４２，７８５      ０ ４７，１９７ 

３ 山口  厚    ４，４５３   ４２，７４４      ０ ４７，１９７ 

４ 野 博之    ４，４５２   ４２，７４５      ０ ４７，１９７ 

５ 大谷 直人    ４，４７７   ４２，７２０      ０ ４７，１９７ 

６ 木 克之    ４，４９２   ４２，７０５      ０ ４７，１９７ 

７ 林  景一    ４，２３２   ４２，９６５      ０ ４７，１９７ 
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(2) 委員会の開催等 

    委員会の開催   開催回数１４回（平成２９年４月～平成３０年３月） 

 

(3) 選挙人名簿の作成 

   ア 定時登録   年４回 

               ２９年 ６月１日  ９４，７０９人 

               ２９年 ９月１日  ９４，６９２人 

               ２９年１２月１日  ９４，６４９人 

               ３０年 ３月１日    ９４，５９６人 

   

  イ 選挙時登録（選挙時に登録） 

（ア）兵庫県知事選挙   ２９年６月１４日  ９４，７８３人 

（イ）衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査 

             ２９年１０月９日  ９４，６９９人 

 

    ウ 登録の抹消        （毎月：定例委員会で抹消） 

 

(4) 選挙事務及び関係法令の研究 

   ア 選挙事務の研究 

   イ  各種連合会等への加入  

全国市区選挙管理委員会連合会、近畿都市選挙管理委員会連合会、兵庫県都市選挙

管理委員会連合会、阪神７市１町明るい選挙推進協議会連合会 

   ウ  研究会や研修会等への参加  参加回数１４回 

  

(5) 常時啓発及び選挙時啓発･･･『明るい選挙の推進』 

       ア  組織 

(ア)  明るい選挙推進協議会（昭和３２年７月より） 

        明るい選挙の推進に関し、市民を代表して啓発活動の方法等を協議し、 

            活動の積極的な推進を図る。   ［三田市明るい選挙推進協議会規約］ 

              委員数は３５人(明るい選挙の推進活動に賛同する市内の各種団体及び機関から

推薦された者並びに選挙啓発に関心のある市民) 

        (イ)  阪神 7 市 1 町明るい選挙推進協議会連合会（昭和４７年７月より） 

              構成市町選挙管理委員会が行う選挙啓発活動に協力して、相互の連携を図るとと

もに、啓発事業を共同で行うことにより、明るい選挙の推進に資する。 

          ［阪神７市１町明るい選挙推進協議会連合会規約］ 

 

イ  啓発の内容 

 事業名 事業内容等 実施月日 

１ 明推協運営事業及

び講演会開催事業 

研修会（地域別講演会） 

「１８歳選挙権と啓発活動」 

講師 兵庫県明るい選挙推進協議会会長 

   関西学院大学名誉教授 法学博士 森脇 俊雅 

開催場所：三田市役所２号庁舎２２０１会議室 

5/18 

午後7時から 
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総会 

(1)平成２８年度啓発事業実施報告について 

(2)平成２９年度啓発事業実施計画（案）について  

(3)知事選挙の啓発計画について 

(4)その他（選挙管理委員会からの連絡事項等） 

開催場所：三田市役所２号庁舎２階２２０１会議室 

5/18 

午後8時10分か

ら 

役員会 

(1)平成２９年度啓発事業実施報告について 

(2)平成３０年度啓発事業実施計画（案）について 

(3)明推協委員の公募について 

開催場所：三田市役所本庁舎 行政委員室 

3/19 

午後3時30分か

ら 

２ 啓発ポスター募集

展示事業 

応募作品数： 52点（小学校14点,中学校38点） 

展示場所：まちづくり協働センター６階ギャラリー 

展示期間：12月14日(木)から12月25日(月)まで 

募集期間 

6/9～9/8 

審査 9月11日 

３ 地域リーダー養成

研修事業 

地域リーダー養成研修会 

講師：谷口 弘行(神戸学院大学名誉教授) 

テーマ：『国際情勢の現状と今後を考える』 

     ～米国と北朝鮮の問題・日本の立場～ 

参加人数：26人（明推協委員、選管委員、市民） 

開催場所：三田市総合福祉保健センター 3階 第3･4会議室 

1/27 

午後2時から 

４ 

 

若年層啓発事業 18歳の新有権者（943人）に対し、名簿登録時（6・9・12・3月定

時)にバースデーカード及び啓発冊子を配布した。 

年間 

新成人（1,396人）に対して、選挙クイズを活用した期日前投票・

不在者投票の啓発を行いながら啓発物品を配布し、選挙への参加

を呼びかけた。 

参加人数：20人（明推協委員、選管委員） 

開催場所：三田市総合文化センター玄関付近 

成人式 

1/7 

午前9時から 

市公式携帯サイトに啓発文を掲載し、成人式で配布されるプログ

ラムからアクセスしてもらい、選挙への参加を呼びかけた。 

成人式 

1/7 

主権者教育の推進 【記載台と投票箱の貸出し】 

三田西陵高等学校、クラーク記念国際高等学校三田サテライト、

三田学園高等学校（主催：神戸大学Choice）、兵庫県立高等特別支

援学校、上野ケ原特別支援学校、ひまわり特別支援学校、有馬高

等学校（定時制） 

【出前講座】 

三田西陵高校：生徒会選挙の実施、「投票のあり方について」 

三田祥雲館高校：｢選挙の意義・しくみについて」 

兵庫県立高等特別支援学校：｢選挙の意義・しくみについて」 

上野ケ原特別支援学校：｢選挙の意義・しくみについて」 

 

 

 

 

 

 

5/19 

5/25（県） 

2/7(県) 

3/16 

５ 阪神7市1町明るい

選挙推進協議会連

合会事業への参加 

監査及び総会 

開催場所：尼崎市すこやかプラザ 多目的ホール 

参加者：会長、選管委員長、事務局長 

5/1 

午後3時から 
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啓発担当職員研修会（主管者会議） 

開催場所：尼崎市すこやかプラザ 多目的ホールＣ室 

参加者：事務局 1名 

2/6 

午後2時から 

６ 他機関が実施する

研修会等への参加 

地域コミュニティフォーラム（近畿ブロック） 

開催場所：和歌山県ＪＡビル 和ホール（２階）  

参加者：明推協委員1名 

9/14 

平成29年度市区町明推協組織・活動活性化研修 

開催場所：兵庫県農業共済会館４階 

参加者：選管委員3名,明推協委員1名 

3/9 

７ 

 

 

広報紙等による啓

発 

 

市広報紙による啓発  

・明るい選挙ポスター展示の広報 12/1号 

・地域リーダー養成研修会の広報 1/15号 

市ホームページへの啓発記事掲載 年間随時 

８ その他啓発事業 明るい選挙推進協会広報誌「Voters」の配付（年に６回） 

９ 選挙時啓発事業 兵庫県知事選挙 

（平成29年7月2日執行） 

 

① 明推協の活動内容や明るい選挙の推進等広く市民にＰＲする

ため、選挙啓発機関紙「めいすいだより」を発行した 

6/15 

② 街頭啓発活動（啓発物資配布） 

場所：三田駅前  

参加者：15人（明推協委員12人，選管委員1人，事務局2人） 

啓発物資：うちわ150，テｨッシュ150、汗ふきｼｰﾄ150 

場所：えるむプラザ  

参加者：10人（明推協委員5人，選管委員3人，事務局2人） 

啓発物資：うちわ150，テｨッシュ150、汗ふきｼｰﾄ150 

 

6/23 

午後6時から 

 

6/25 

午後5時から 

衆議院議員総選挙 

（平成29年10月22日執行） 

 

① 明推協の活動内容や明るい選挙の推進等広く市民にＰＲする

ため、選挙啓発機関紙「めいすいだより」を発行した 

10/5 

② 街頭啓発活動（啓発物資配布） 

場所：三田駅前  

参加者：8人（明推協委員5人，選管委員1人，事務局2人） 

啓発物資：テｨッシュ200、ｳｴｯﾄﾃｨｯｼｭ150 

場所：えるむプラザ   

参加者：10人（明推協委員7人，選管委員1人，事務局2人） 

啓発物資：テｨッシュ200、ｳｴｯﾄﾃｨｯｼｭ150 

 

10/13 

午後5時30分か

ら 

10/15 

午後5時から 
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(6) 検察審査員候補者予定者の選定及び当該名簿の調製 

      ア 検察審査会 

選挙権を有する国民の中から選ばれた１１人の検察審査員が、いわば一般国民を代表

して、検察官が事件を起訴しなかったこと（不起訴処分）の善し悪しを審査するのを主

な仕事とする。 

イ 検察審査員候補者予定者の選定 

選挙人名簿から、くじ（名簿調製プログラムを利用したコンピュータ上の無作為抽出）

により、割当員数分の検査審査員候補者予定者を選定し、当該名簿を調製した後、検察

審査会事務局へデータ提出する。 

※２９年度は神戸第一、第二検察審査会ともに三田市の割当員数は１５名ずつ 

 

(7)  裁判員候補者予定者の選定及び当該名簿の調製 

ア 裁判員制度 

  国民から選ばれる裁判員が刑事裁判に参加する制度であり、６人の裁判員と３人の

裁判官が、ともに刑事裁判に立会い、被告人が有罪か無罪か、有罪の場合どのような

刑にするかを判断するものである。裁判員候補者名簿は各地方裁判所が作成すること

になるが、管内の市町村の選挙管理委員会がくじで選んだ候補者予定者名簿が元とな

っている。 

イ 裁判員候補者予定者の選定 

選挙人名簿から、くじ（名簿調製プログラムを利用したコンピュータ上の無作為抽

出）により割当員数分の裁判員候補者予定者を選定し、当該名簿を調製した後、神戸

地方裁判所へデータ提出する。 

※２９年度の三田市の割当員数は２１８名 

 

(8)  直接請求に係る署名簿等の処理 

       ア 直接請求の制度 

条例の制定及び改廃の請求、監査の請求、議会の解散請求、議会議員及び長の解職請

求等の請求を、署名簿を添えて行政機関へ行う。 

       イ  選挙管理委員会の事務 

        (ア） 請求代表者証明書の交付 

       （イ） 署名簿の審査及び効力の証明 

       （ウ） 告示、縦覧、署名簿の返付 

       ウ  ２９年度直接請求（０件） 
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公平委員会 

 

１ 委員数 

  委員長 １人 

  委 員 ２人 

 

２ 公平委員会に係る審査・処理等の状況 

 (1) 勤務条件に関する措置の要求（地方公務員法第８条第２項第１号） 

   事例なし 

 

 (2) 不利益処分についての審査請求（地方公務員法第８条第２項第２号） 

   １件 

 

 (3) 職員からの苦情相談の処理（地方公務員法第８条第２項第３号） 

   ３件 

 

 (4) その他、法律に基づき公平委員会の権限とされている事務（地方公務員法第８条

第２項第４号） 

   職員団体登録申請書記載事項変更届出 ２件 

 

３ 公平委員会事務の研究 

  全国公平委員会連合会近畿支部特別研究会（平成２９年４月） 

  兵庫県公平委員会連合会総会・事務研究会（平成２９年５月） 

  全国公平委員会連合会本部研究会（平成２９年７月） 

  全国公平委員会連合会近畿支部総会・事務研究会（平成２９年７月） 

  阪神ブロック公平委員会事務担当者研究会（平成２９年１０月） 

  兵庫県公平委員会連合会事務研究会（平成２９年１１月） 

  阪神ブロック公平委員会連絡協議会（平成２９年１１月） 
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監査委員 

 

１ 委員数 

  識見監査委員 １人 

  議選監査委員 １人 

 

２ 監査委員による監査・検査・審査の状況 

 (1) 定期監査［区分：財務事務等監査］（地方自治法第１９９条第１項及び第４項） 

  ア 市民生活部（多世代活躍支援課、まちづくり協働センター、協働推進課、文化スポーツ課、

人権推進課、市民課、環境衛生課、クリーンセンター）、地域振興部産業戦略室

（産業政策課、農業創造課、農村整備課） 

    ［実施時期］平成２９年４月～平成２９年９月 

  イ 地域戦略室（政策課、秘書広報課、まちのブランド創造課、交通まちづくり課）、

危機管理課、健康福祉部こども室（こども政策課、健やか育成課、こども支援

課） 

    ［実施時期］平成２９年１０月～平成３０年２月 

  ウ 経営管理部（総務課、情報推進課、人事課、管財営繕課、財政課、契約検査課、

税務課、収納対策課） 

    ［実施時期］平成２９年１２月～平成３０年３月 

 

 (2) 市長からの要求に係る事項についての監査（地方自治法第１９９条第６項） 

  ア 三田市内部統制状況報告書（平成２８年度取組状況）における内部統制の構築状  

況 

    ［実施時期］平成２９年７月～平成２９年８月 

 

 (3) 財政援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項） 

  ア 地域ふれあい活動推進事業補助金補助事業者（各地区（全９地区）ふれあい活動

推進協議会）に対する主として平成２８年度の財政援助に係る出納その他の事務

の執行及びこれに対する財政援助等に係る部署（健康福祉部福祉推進室地域福祉

医療推進課） 

    ［実施時期］平成２９年５月～平成２９年９月 

 

 (4) 住民監査請求監査（地方自治法第２４２条） 

  ア ごみ袋の支給等について 

    ［実施時期］平成２９年４月～平成２９年６月 

  イ ふるさと地域交付金の確定手続について 

    ［実施時期］平成２９年８月～平成２９年１０月 

  ウ コミュニティセンターの建物の無償譲渡について 

    ［実施時期］平成２９年１２月～平成３０年２月 
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 (5) 例月現金出納検査（地方自治法第２３５条の２第１項） 

  ア 一般会計、特別会計（国民健康保険事業、農業共済事業、公営墓地整備事業、駐

車場事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業）、公営企業会計（水道事業、下

水道事業、市民病院事業）及び三輪財産区一般会計に係る現金出納 

    ［実施時期］原則として出納月の翌々月の２０日～月末日までの間に実施 

 

 (6) 決算審査（地方自治法第２３３条第２項、地方公営企業法第３０条第２項） 

  ア 一般会計、特別会計（国民健康保険事業、農業共済事業、公営墓地整備事業、駐

車場事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業） 

    ［実施期間］平成２９年６月～平成２９年８月 

  イ 公営企業会計（水道事業、下水道事業、市民病院事業） 

    ［実施期間］平成２９年５月～平成２９年８月 

  ウ 三輪財産区一般会計 

    ［実施期間］平成２９年６月～平成２９年８月 

 

 (7) 財政健全化判断比率等審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第

１項及び第２２条第１項） 

  ア 健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担

比率）、資金不足比率 

    ［実施期間］平成２９年６月～平成２９年８月 

 

３ 監査委員事務の研究 

  近畿地区都市監査委員会総会・研修会（平成２９年５月） 

  東部ブロック監査（委員）事務局長会議（平成２９年５月） 

東部ブロック監査事務研究会（平成２９年６月） 

兵庫県都市監査実務研修会（平成２９年６月） 

  全国都市監査委員会総会・研修会（平成２９年８月） 

  兵庫県都市監査委員会・研修会（平成２９年１１月） 

  東海・近畿・北陸三地区共催都市監査事務研修会（平成２９年１１月） 

  東部ブロック監査事務研究会（平成３０年２月） 
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固定資産評価審査委員会 

 

１ 委員数 ３人 

 

２ 固定資産評価審査申出の処理状況 

 

 (1) 平成２８年度分 

                                （ ）は人数 

 

区 分 申 出 件 数      

決 定 件 数 

取 下 件 数      未決定件数 

 

却 下 棄 却 容 認 

土 地 １（１） －（－） １（１） －（－） －（－） －（－） 

家 屋 －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） 

合 計 １（１） －（－） １（１） －（－） －（－） －（－） 

 

 (2) 平成２９年度分 

                                （ ）は人数 

 

区 分 申 出 件 数      

決 定 件 数 

取 下 件 数      未決定件数 

 

却 下 棄 却 容 認 

土 地 －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） 

家 屋 －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） 

合 計 －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） －（－） 

 

 

３ 固定資産評価審査委員会事務の研究 

 (1) 阪神９市固定資産評価審査委員会連絡協議会 
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農業委員会 

 

１ 組織  

(1) 農業委員会委員  

区       分 定数  現員  任      期  

農業委員  １３  １３  農業委員  

平成２９年３月２６日から  

農地利用最適化推進委員  

平成２９年３月２８日から  

 

いずれも平成３２年３月２５日まで  

 （うち認定農業者）   (５ ) 

 （うち認定農業者に準ずる者）   (５ ) 

 （うち中立委員）   (１ ) 

農地利用最適化推進委員  １１  １１  

 合計  ２４  ２４  

会長（１）、会長職務代理（１）  

 

(2) 事務局  

   事務局長（併任）、事務局課長（専任）、係長（１：専任）、事務職員（１：専任）  

   再任用職員（１）、嘱託職員（２）  

 

 

２ 農業委員会等会議開催状況  

 (1) 定例委員会（総会）、臨時総会          １２回  

 (2) 現地調査（農地転用等）            １３回  

(3) 農業委員会研修会（農地法についての研修会）   ３回  

(4) 部会開催  

 

 

３ 農業委員会業務推進部会の設置  

 (1) 企画広報部会  農地利用最適化の推進に関する指針、意見書の作成・PR 活動等  

 (2) 農業振興部会  各種委員研修会等の計画、実施・都市農業振興・農業者年金事業等  

(3) 農地調査部会  農地利用集積・農地利用の最適化推進活動・農業生産組織の育成等  

 

 

４ 農業委員会特別調査委員会の設置  

     農地の悪質な無断転用や隣接農地の保全に著しく悪影響を及ぼす事象等への対応  

 

 

５ 農業委員会業務の概要  

 (1) 各種申請等は毎月５日締切り、同月の定例委員会（総会）に提案  

 (2) 定例委員会（総会）は毎月２０日前後に開催  

 (3) 転用申請農地及び非農地証明願出地は、調査委員（４名）により定例委員会までに現地調
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査  

  (4) 農地法第３条申請のうち新規就農の申請譲受人については、聴取調査の実施  

  (5) 各届出・願出は随時受付、２週間以内に受理通知・証明書を交付  

  (6) 農地相談活動の推進  

毎月第２火曜日を農地相談日として、委員４名が農業者の相談に応じる。  

なお、各委員宅に「農地相談連絡所」の表札を掲げ、相談指導にあたる。  

  (7) 農地調整事務処理事業  

    農地紛争の和解の仲介業務  

  (8) 農地流動化の推進事業  

 (9) その他各種事業関連業務  

   ア 農地の相続税・贈与税、不動産取得税の納税猶予に係る業務  

   イ 土地改良法に基づく換地計画等に係る業務  

   ウ 都市農政対策に係る業務  

 (10) 諸証明事務  

 (11) 農業者年金事務  

   ア 加入状況    

加入種別  通常加入  政策支援加入  計  

加入者数  １５人  ０人  １５人  

   イ 年金受給者の状況  

受給年金種別 移 譲 年 金

併給含む  

老齢年金

のみ  

計  

受 給 者 数 ７９人  ３４人  １１３人  

 (12) 農地台帳の整備  

 (13) 農地の賃借料情報の提供  

 (14) 遊休農地の指導等  

 (15) 相続等による権利取得の届出受理  

 

 

６ 農地保全有効利用業務  

   前年度以前許可案件ならびに市内全域の農地のパトロールを実施  

   年２回（８月・３月）実施  
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７ 農地関係取扱件数  

事    務    事    業    名  27 年度   28 年度   29 年度   

(1) 農業委員会の専属的権限に属する事務  ２９５  １７１  １７４  

 ア 農地法による事務  ２７７  １５０  １５２  

  (ア ) 農地等の所有権移転、賃貸借権等の設定若しくは移

転の許可（農地法第３条）  
４１  ２７  ３９  

  (イ ) 相続等による農地の権利取得の届出の受理及びあっ

せん等（農地法第３条の３）  
２６  ３０  ３１  

  (ウ ) 農地転用について知事に係る申請書の受理・送付・

意見書の添付、並びに市街化農地転用に係る届出書の

受 理 ・ 受 理 通 知 書 の 交 付 又 は 不 受 理 の 通 知     

（農地法第４条）  

１６  ４２  １４  

  (エ ) 農地転用のための権利設定又は移転についての知事

許可に係る申請書の受理・送付・意見書の添付、並び

に市街化区域農地転用のための権利設定又は移転に

係る届出書の受理・受理通知書の交付又は不受理の通

知（農地法第５条）  

１３ １３ １６

  (オ ) 農地等の賃貸借の解約等につき、県許可に係る申請

書の受理・送付・意見書の添付、並びに許可不要に係

る通知書の受理（農地法第１８条）  

１６９ ２１ １９  

  (カ ) 遊休農地の所有者等の対する是正指導・勧告・利用

状況調査等 (農地法第３０条 ) 
１２  １７  ３３  

 イ 農業経営基盤強化促進法による事務  １１  １２  １１  

  
(ア ) 市が農業経営基盤強化促進基本構想を定め又は変更

するときの意見具申（基盤強化法第６条第５項）  
   

 
 

(イ ) 市が農用地利用集積円滑化規程を承認・変更・廃止

しようとする場合の決定  

（基盤強化法第１１条の９）  

   

  
(ウ ) 市が農地利用集積計画を定める場合の決定  

  （基盤強化法第１８条第１項）  
１１  １２  １１  

  
(エ ) 市が農地利用規程の認定又は変更をしようとすると

きの意見具申（基盤強化法施行規則第２条）  
   

 ウ 市民農園整備促進法による事務     

  
(ア ) 市が市民農園区域を指定する場合の決定  

  （市民農園法第４条第１項）  
   

  
(イ ) 市が市民農園の開設の認定を行う場合の決定等  

  （市民農園法第７条第３項）  
   

 エ 特定農地貸付法による事務     

  
(ア ) 特定農地貸付の承認  

  （特定農地貸付法第３条第１項）  
   

 オ 農業振興地域の整備に関する法律による事務  １   １  

  
(ア ) 農業振興地域整備計画の策定又は変更に係る意見具

申（農振法施行規則第３条の２）  
１   １  

 カ 土地改良法による事務     

 
 

(ア ) 土地改良区が定め若しくは変更する換地計画書の県

知事への認可申請に際しての同意又は意見具申  

 （改良法５２条の８、５２条の２第３、５３条の４第２） 
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事    務    事    業    名  27 年度  28 年度  29 年度  

 キ 租税特別措置法等による事務  ７  ６  １０  

 

 

(ア ) 農地等について、一括贈与又は相続を受けた者が、

納税猶予を受けようとする場合、その者が適格者であ

る旨の証明書の交付並びに農地利用状況等の税務署

長への通知等（特措法第７０条の４、７０条の６）  

７  ６  １０  

 ク その他の事務   ３   

（２）専属的権限でない所掌事務  １９  １４  ３１  

 ア 農地等の交換分合の斡旋、その他農事事情の改善に関す

る事項（農地相談）  
１２  １２  １２  

イ 農業経営の合理化及び生活改善に関する事項  ５   １７  

 ウ 農業生産農業経営及び農業者の生活に関する調査研究  １  １  １  

 エ 農業及び農業者に関する事項についての啓発及び宣伝  １  １  １  

（３）意見の公表、建議諮問に対する答申  １    

（４）その他各種事業関係事務  ２３５  ２４４  ２３７  

  ア 諸証明事務  ６０  ９０  ９５  

  (ア ) 都市計画法による農家証明（６０条証明）  ３  ７  ６  

  (イ )  民事執行法による買受適格証明  ２  ９  １  

  (ウ ) 地方税法による免税軽油に係る耕作証明  １２  １６  １３  

  (エ ) 管外の３条申請に係る耕作証明     

  (オ ) 農振法に係る耕作証明  １  ３  ２０  

  (カ ) その他耕作証明  ２１  ２８  ３６  

  (キ ) 非農地証明  １９  ２７  １９  

  (ク ) 受理証明他     

  (ケ ) 小作地証明  ２    

  (コ ) その他証明     

  イ 農業者年金事務  １７５  １５４  １４２  

  (ア ) 現況届進達事務  １４９  １４１  １２２  

  (イ ) 経営移譲年金裁定請求     

  (ウ ) 老齢年金裁定請求   １   

  (エ ) その他届出  ２６  １２  ２０  

  (オ ) 受給該当者説明会開催等     
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（平成30年4月1日現在）
地域戦略室 政策課

秘書広報課 秘書係、広報係

まちのブランド創造課 ブランド企画係、にぎわい創出係

交通まちづくり課

市民病院改革プラン推進課

危機管理課

経営管理部 行政管理室 総務課

情報推進課

人事課

財務室 財政課 財政係、行革推進係
公共施設マネジメント推進課

契約検査課

歳入推進室 税務課 税務管理係、市民税係、資産税係

収納対策課

市民協働室 協働推進課

有馬富士共生センター、高平ふるさと交流センター、
広野市民センター、ふれあいと創造の里、藍市民センター、
フラワータウン市民センター、ウッディタウン市民センター、
さんだ市民センター

まちづくり協働センター 消費生活センター

市民文化室 文化スポーツ課

人権推進課

市民課 証明登録係、戸籍係

環境共生室 環境衛生課

里山のまちづくり課

クリーンセンター

福祉推進室 福祉総務課 福祉総務係、生活支援係

障害福祉課　

保健推進室 介護保険課　 資格管理係、認定給付係

いきいき高齢者支援課 生涯現役支援係、高齢福祉支援係

健康増進課　 健康推進係、保健係

国保医療課 資格収納係、給付係
こども室 こども政策課

健やか育成課 多世代交流館、青少年育成センター
こども支援課

都市政策室 都市計画課 都市景観係、都市計画係、住宅政策係

まちの再生課 まちの再生係、美食のまち推進係

都市整備課 都市整備係、市街地再開発係

審査指導課 建築指導係、建築審査係、開発指導係

地域整備室 道路河川課 管理係、建設係

用地課

公園みどり課 花とみどり係、施設係

産業戦略室 産業政策課

農業創造課 農業経営係、生産振興係

農村整備課 農村振興係、農業土木係

 [会計管理者] 会計課

上水道課 業務係、工務係

下水道課 業務係、施設係

浄水施設課

総務課 庶務係、管理係
消防課 警防・救助係、指令係、救急係
予防課 予防係、危険物係

消防署
警防・救助第１係、警防・救助第２係、救急第１係、救急第２
係、指令第１係、指令第２係、予防係、救助隊

分署 当務第１係、当務第２係
診療部

（診療科）

（センター・室）
診療技術部 （診療技術科）

看護部 看護課

事務局 　 総務課 総務係、管理係

医事課 業務係、医事係

経営企画課

地域医療連携室（地域連携･退院支援）

医療安全管理室

事務局 議事総務課 議事係、庶務係

教育総務課　

学校教育課 教育研修所

学校給食課 ゆりのき台給食センター、清水山給食センター

幼稚園、小学校、中学校

事務局

事務局

事務局

事務局

事務局

(福祉事務所)

地域振興部

上下水道部

平成３０年度 三田市組織図

市民生活部

健康福祉部

学校教育機関

市長部局（会計課、消防本部を除き、上下水道部を含む）５部１３室４４課、　教育委員会１部３課

消防本部

市
民
病
院

内科、消化器内科、循環器内科、腎臓内科、小児科、外科、消化器外科、整形外科、形成
外科、脳神経外科、皮膚科、泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、麻酔科、リハ
ビリテーション科、放射線科、病理診断科
心臓センター、内視鏡センター、関節センター、化学療法室、中央手術･減菌材料室
薬剤科、放射線科、臨床検査科、リハビリテーション科、栄養科、臨床工学科

学校教育部

市

長

議会

農業委員会

選挙管理委員会

公平委員会

監査委員

副
市
長

固定資産評価
審査委員会

副
院
長

(総合事務局)

院
長

理
事
・
技
監
・

危
機
管
理
監

教育長

教育委員会

病
院
事
業
管
理
者
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